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１．第一回会合での整理事項

１ 検討項目（案）（第 回会合資料より抜粋）１．検討項目（案）（第一回会合資料より抜粋）

１．那覇港を中心とした国際物流拠点（貨物の中継拠点）の形成

［背景］

＊アジア・太平洋地域における沖縄の地理的優位性

ジ 経済 体化による物流 準国内化

那覇港

国際物流拠点（貨物の中継拠点）の形成国際物流拠点（貨物の中継拠点）の形成

＊アジア経済の一体化による物流の準国内化

500km

1,000km

国際物流拠点（貨物の中継拠点）の形成国際物流拠点（貨物の中継拠点）の形成

［効果］

1,500km

2,000km

［効果］

＊物流コストの低減

→ 輸入・移入品の価格低減

→ 県内産業の競争力強化
自立型経済自立型経済

構築に寄与構築に寄与

港湾を「地場産業」として捉え 戦略的に港湾を「地場産業」として捉え 戦略的に

＊国際物流関連産業の構築

→ 新たな雇用の創出

構築に寄与構築に寄与

１※「沖縄国際物流戦略チーム 第１回会合」資料３（Ｐ３）より

港湾を「地場産業」として捉え、戦略的に港湾を「地場産業」として捉え、戦略的に

その発展に向けた施策を打ち出す必要あり！その発展に向けた施策を打ち出す必要あり！



１．第一回会合での整理事項

１ 検討項目（案）（第 回会合資料より抜粋）１．検討項目（案）（第一回会合資料より抜粋）

国際物流拠点（貨物の中継拠点）の形成の実現に向けて

［ＳＴＥＰ１ 海外から那覇港 の直行輸入ル トの確立］［ＳＴＥＰ１ 海外から那覇港 の直行輸入ル トの確立］［ＳＴＥＰ１：海外から那覇港への直行輸入ルートの確立］［ＳＴＥＰ１：海外から那覇港への直行輸入ルートの確立］

（施策の効果）

＊輸送コストの低減による輸入品の価格低下

（想定される施策（案））

（実現に向けての課題）

＊共同輸入の実施に向けた企業間の連携

＊国際航路網の利便性確保

［ＳＴＥＰ２：「海外－那覇港－本土」物流ルートの開拓］［ＳＴＥＰ２：「海外－那覇港－本土」物流ルートの開拓］

＊県内企業による共同輸入の促進

（施策の効果）

輸

（実現に向けての課題）

路＊沖縄－本土間の輸送コストの低減

＊県内産業の競争力強化

（想定される施策（案））

＊空コンテナの有効活用

＊国際・国内航路網の更なる充実

＊県内産業の育成によるローカル貨物の創出

［ＳＴＥＰ３：国際海上コンテナ輸送の中継基地化］［ＳＴＥＰ３：国際海上コンテナ輸送の中継基地化］

＊国際ロジスティックセンターの活用による製品の高付加価値化

＊那覇港と那覇空港との近接性を活かしたシー＆エアー輸送の実施

（施策の効果）

＊国際物流関連産業の構築による雇用の拡大

（想定される施策（案））

＊国際航路網の強化

（実現に向けての課題）

＊船社のコストを抑えるための支援措置の検討

＊港湾サービスの更なる充実（ソフト・ハード）

２※「沖縄国際物流戦略チーム 第１回会合」資料３（Ｐ４）より

＊国際航路網の強化

＊船社へのインセンティブの付与



１．第一回会合での整理事項

１ 検討項目（案）（第 回会合資料より抜粋）１．検討項目（案）（第一回会合資料より抜粋）

２．中城湾港における流通加工港湾の実現

［背景］［背景］

＊港湾施設に隣接した広大な工業用地

＊日本唯一の特別自由貿易地域の指定

流通加工港湾の実現流通加工港湾の実現

流通加工港湾を目指す中城湾港新港地区全景

［効果］ 県内産業の振興及び雇用機会の創出

ソフト（特別ＦＴＺ制度）とハード（港湾整備）の連携による経済振興策のモデル事例！ソフト（特別ＦＴＺ制度）とハード（港湾整備）の連携による経済振興策のモデル事例！

流通加工港湾の実現に向けて

［ＳＴＥＰ１：港湾機能の充実］［ＳＴＥＰ１：港湾機能の充実］
（施策の効果）

＊那覇港からのシフトによる輸送コストの低減

［ＳＴＥＰ２：定期航路網の充実］［ＳＴＥＰ２：定期航路網の充実］

（施策の効果）

＊定期航路開設に向けた受け入れ態勢の整備

（想定される施策（案））

＊大型船の入港に対応可能な港湾整備の促進

＊新港地区立地企業に対する利便性向上

（想定される施策（案））

＊特別ＦＴＺと一体となった港湾施設の運用

（実現に向けての課題）

３※「沖縄国際物流戦略チーム 第１回会合」資料３（Ｐ５）より

＊港湾ＥＤＩシステムの導入やＣＩＱ体制の確保 ＊企業誘致によるローカル貨物の創出



１．第一回会合での整理事項

１ 検討項目（案）（第 回会合資料より抜粋）１．検討項目（案）（第一回会合資料より抜粋）

３．県全体における物流ネットワークの強化

［背景］［背景］

＊主要道路や港湾の混雑による物流の非効率化

＊物流機能の「真の24時間365日化」の実現

（定期航路の不足・夜間の割り増し費用の負担等）（定期航路の不足 夜間の割り増し費用の負担等）

物流ネットワークの強化物流ネットワークの強化

「物流コストの低減」「ジャストインタイムの実現」による県内産業の競争力強化を図る！「物流コストの低減」「ジャストインタイムの実現」による県内産業の競争力強化を図る！

1km当たり渋滞損失時間（万人・時間／年・km）H17年度

物流ネットワークの強化に向けて

（施策の効果）

［ＳＴＥＰ１：県内主要港湾の機能分担］［ＳＴＥＰ１：県内主要港湾の機能分担］

［ＳＴＥＰ２：物流の効率化に向けての取組］［ＳＴＥＰ２：物流の効率化に向けての取組］

（施策の効果）

＊ジャストインタイムの実現
（施策の効果）

＊那覇港一極集中の是正による港内混雑の緩和

（実現に向けての課題）

＊港湾機能の分散化による非効率化の是正

適切な定期航路網 検討

＊主要幹線道路の渋滞解消

（想定される施策（案））

＊主要港湾・空港へのアクセス道路の整備

＊輸出入にかかる港湾諸手続の簡素化

４※「沖縄国際物流戦略チーム 第１回会合」資料３（Ｐ６）より

＊適切な定期航路網の検討 ＊国際貨物の窓口となる主要港湾の機能強化



２．沖縄における貨物流動の情勢

那覇港 おける外貿 扱量（全航路計）那覇港における外貿コンテナ取扱量（全航路計）

90 000

TEU

90,000

80,000

70 000
76,195 77,871

73,741 72,907 71,043 72,140

70,000

60,000

50 00050,000

40,000

30 00030,000

20,000

輸出（実） 輸入（実） 輸出（空） 輸入（空） 合計

（暦年）

10,000

0
H13 H14 H15 H16 H17 H18

５

資料：那覇港の統計（那覇港管理組合）

輸出（実） 輸入（実） 輸出（空） 輸入（空） 合計



２．沖縄における貨物流動の情勢

定期航路開設状況（2007年７月現在）

凡例

台湾航路（有村産業）台湾航路（有村産業）

中国航路（南西海運・ＨＡＳＣＯ）

韓国航路（ＡＰＬ）

フィリピン航路（ＦＲＥＳＨ ＣＡＲＲＩＥＲＳ）

H18以前に存在した航路

天津 鎮海 小倉 神戸 名古屋仁川
横浜

ロサンゼルス
・オークランド→

南通

青島

天津

光陽
釜山

北九州

博多

大分

小倉

細島
グ

ダッチハーバー

上海 志布志

←オ クランド グアム

細島

基隆台中

寧波

香港

那覇

ロングビーチ・オークランド
・ダッチハーバー →

上海

廈門

志布志

石垣 ←オークランド・グアム基隆台中

高雄

香港 石垣

６

ダバオ・
ホーチミン↓ ↓ダバオ↑ダバオ↑ホーチミン↑マニラ

資料：那覇港管理組合ホームページ・
日本海事新聞記事より作成



２．沖縄における貨物流動の情勢

港 航路 輸那覇港 航路別外貿コンテナ取扱量（実入のみ：輸出入）

TEU
60,000

56,667

40 000

50,000

35,311

56,667

30,000

40,000

26,765

31,58425,769
32,240

27,998

10,000

20,000

80

23,690 24,362 22,956 22,505

2,226288 213 108 87

H13 H14 H15 H16 H17 H18
0

0

北米西岸 近海 その他

（暦年）

資料：那覇港の統計（那覇港管理組合）

＊平成18年４月に北米航路が廃止され、近海航路が増加。

（近海：韓国・中国・台湾・香港）

７

→近海の港湾より北米向けにトランシップされているものと思料。



２．沖縄における貨物流動の情勢

港 貨物 貨物 成 全航路那覇港外貿コンテナ貨物の品目別貨物量シェア（平成18年全航路計）

動植物性
製造飼肥料

産業機械
2 0％自動車部品

その他1.0％

取合せ品
38.1％

製造飼肥料
3.2％

2.0％

その他
1.1％

完成自動車
2.4％

自動車部品
1.3％

金属機械

輸入

特殊品
41.8％

その他
33.3％

輸出

再利用資材
49.1％

工業品
6.7％

その他1.8％

輸入
77.6万トン

農水産品
6.9％

25.3万トン

特殊品
91.6％

その他 2.1％
製造食品
9.5％ その他 0.6％

軽工業品
11.5％

雑工業品
6.4％

取合せ品
41.3％

その他 3.2％

野菜・果物 3.7％

＊輸入貨物が輸出貨物を大きく超過。

＊取合せ品としては米軍の引 越し等の生活用品が多くを占める

資料：那覇港の統計（那覇港管理組合）

その他日用品
1.4％ 家具装備品

3.0％

その他
2.1％

８

＊取合せ品としては米軍の引っ越し等の生活用品が多くを占める。



２．沖縄における貨物流動の情勢

フェリー貨物量トン コンテナ貨物量トン

那覇港における先島航路貨物量の推移

17,465

19,935
21,415

18,630 18,295

19 800
20,000

25,000

60,000

70,000

80,000

64 748

73,757
65,655

67 997

64,032

65,702

62,755

17,385
13,260

19,800

15,940 15,995
15,000

40,000

50,000

64,748
58,888

57,337 56,050

67,997

5,000

10,000

10 000

20,000

30,000

H13 H14 H17
0

H15 H16 H13 H14 H15 H16 H17

10,000

0

平良 移出 平良 移入 平良 計

(暦年)(暦年)

資料：港湾統計(年報) 社団法人 日本港湾協会
※数値はそれぞれの合計値のみ

資料：那覇港の統計（那覇港管理組合）

石垣 移出 石垣 移入 石垣 計

９

＊コンテナ貨物の品目については平良・石垣とも取合せ品の割合が多い。



２．沖縄における貨物流動の情勢

那覇港における先島航路コンテナ貨物量シェア（平成17年）

そ 他 動植物性製造飼肥料
製造食品

その他
0.3％

取合せ品

その他
0.1％

製造食品
1.7％

動植物性製造飼肥料
1.4％ 輸送用容器

1.8％

製造食品
1.7％

その他
0 4％

石油製品
4.8％

動植物性製造飼肥料
0.8％ 輸送用容器

1.1％

その他
0.1％

取合せ品
63.5％

石油製品
29.3％

軽工業品 その他

取合せ品
89.9％

0.4％

軽工業品
1 7％ その他

石垣港
移出入計
6 3万トン

化学工業品
29.4％

2.0％ 1.5％

平良港
移出入計

化学工業品
5.0％

1.7％ その他
1.3％

6.3万トン

特殊品
67.1％その他

0.4％

5.6万トン

特殊品
92.1％

10

資料：那覇港の統計（那覇港管理組合）



２．沖縄における貨物流動の情勢

世界の主要港湾におけるコンテナ取扱量の推移

3 000
万TEU

2,500

3,000
シンガポール 香港 上海 深圳

釜山 高雄 ロッテルダム ドバイ

ハンブルグ ロサンゼルス 東京・横浜

2,000

1,500

500

1,000

H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

500

0

11

資料：Containerisation International Yearbook

H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

（暦年）



２．沖縄における貨物流動の情勢

9,000

国別のコンテナ取扱量の推移

万TEU

4 000

7,000

8,000

6,000

中国 アメリカ シンガポール
日本 韓国 ドイツ
中国（台湾） マレーシア イタリア
アラブ首長国連邦

台湾 

3 000

4,000

2,000

3,000

1,000

0

12

H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
0

資料：Containerisation International Yearbook ※Ｈ８の中国の値は不明 （暦年）



２．沖縄における貨物流動の情勢

地域別のコンテナ取扱量の推移

14,000
万TEU

18.71％／年

12,000

,

東アジア 東南アジア 北米 中南米

欧州 アフリカ 大洋州

8 000

10,000

10.02％／年

8.80％／年6,000

8,000

6.03％／年

4,000

15.57％／年

H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

2,000

0
7.22％／年
6.89％／年

13

※数字はH13～H17の年平均伸び率％／年)

H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

資料：Containerisation International Yearbook

（暦年）



２．沖縄における貨物流動の情勢

アメリカを最終船卸・最初船積国とする中国コンテナ貨物の流動（平成18年）

中国 北朝鮮 韓国

日本

日本港湾
ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ貨物

9.3万TEU

ﾄﾗﾝｼｯﾌ 貨物

台湾

沖縄
韓国港湾

ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ貨物香港ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ貨物

113.4万TEU 63.4万TEU台湾

818万TEU
米国ダイレクト

輸送貨物20 5万TEU
台湾港湾ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ貨物

113.4万TEU 63.4万TEU

14

資料：PIERSデータをもとに国土
技術政策総合研究所作成資料より

輸送貨物
（中国港湾

トランシップ含む）

20.5万TEU



２．沖縄における貨物流動の情勢

アメリカを最終船卸・最初船積国とする中国コンテナ貨物の流動（平成18年）

韓国港湾 トランシップ：63.4万TEU
輸 出 ：52.5万TEU
輸 入 10 8万TEU

韓国

釜山港

中国→アメリカ

中国←アメリカ輸 入 ：10.8万TEU

ア中

日本

釜山港

光陽港

東京港

横浜港

中国←アメリカ

中国港湾 直行：722.6万TEU
輸 出 621 6万TEU

日本港湾 トランシップ： 9.3万TEU
輸 出 ： 5.9万TEU
輸 入 ： 3.4万TEU

ア
メ
リ
カ

中

国

横浜港

神戸港

その他港

輸 出 ：621.6万TEU
輸 入 ：101.0万TEU

中国港湾 トランシップ：95.4万TEU
輸 出 ：70.7万TEU
輸 入 ：24.7万TEU

上海港

香港港湾 トランシ プ 113 4万TEU

香港
廈門港

青島港

深圳港

寧波港

香港港湾 トランシップ：113.4万TEU
輸 出 ： 74.1万TEU
輸 入 ： 39.2万TEU

台湾港湾 トランシップ：20.5万TEU
輸 出 ：15.9万TEU
輸 入 4 6万TEU

台湾

香港港

基隆港

高雄港

その他港

※香港発着分は
含まず

資料：PIERSデータをもとに
国土技術政策総合
研究所作成資料より
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※端数処理の為、
内訳の計と合計値は
必ずしも一致しない

輸 入 ： 4.6万TEU
その他港湾 トランシップ： 0.7万TEU

輸 出 ： 0.6万TEU
輸 入 ： 0.1万TEU

その他港湾

高雄港



２．沖縄における貨物流動の情勢

プ海外トランシップ率の推移（港別）

20,000 50.0%
全国 博多港

500 50.0%
千トン 千トン

15.5%
10,000

15,000

20 0%

30.0%

40.0%
38.6%

200

300

400

20 0%

30.0%

40.0%

5.3%
2.1%

5,000

平成５年 平成10年 平成15年

10.0%

20.0%

2.5%2.7%100

200

平成５年 平成10年 平成15年

10.0%

20.0%

積替貨物量

平成５年 平成 年 平成 5年

2 500

3,000

3,500

40.0%

50.0%
東京港

平成５年 平成 年 平成 5年

：直送貨物量 ：積替貨物量 ：トランシップ率

千トン

※ここでいう海外トランシップ率とは、日本発着のコンテナ貨物のうち
アジア主要港で積み替えられて諸外国へ又は諸外国から

海外トランシップ率＝
積替貨物量

直送貨物量＋積替貨物量

8.8%
2 7%2 4%500

1,000

1,500

2,000

2,500

10.0%

20.0%

30.0%

資料：全国輸出入コンテナ貨物流動調査

アジア主要港で積み替えられて諸外国へ又は諸外国から
輸送される貨物。

2.7%2.4%500

平成５年 平成10年 平成15年

国内港湾の海外トランシップ率は年々高まっており、平成15年の全国値は15.5％である。
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国内港湾 海外 ラ シッ 率 年 高ま おり、平成 年 国値 ある。
沖縄県の輸入コンテナ貨物の海外トランシップ率は75.5％（平成15年）ととても高い。



全 輸出 貨物流動調査 （「資料 ）

２．沖縄における貨物流動の情勢

全国輸出入コンテナ貨物流動調査について（「資料１」Ｐ.４～Ｐ.６）

○釜山・光陽・上海・香港・高雄・基隆・シンガポール・タンジュンペラパス○釜山 光陽 上海 香港 高雄 基隆 シンガポ ル タンジ ン ラ ス
以外の港で積替えが行われる場合は、ダイレクト輸送されるものとして計上

○「本土港で積替えて沖縄まで輸送される貨物の扱い」

海外から
ンテナ船で

沖縄の貨物として計上される

【例：海外から大阪港を経由して沖縄に輸送される場合】

○ 本 港で積替えて沖縄まで輸送される貨物の扱 」

大阪港

コンテナ船で
大阪港へ

使用されていたコンテナのまま運ぶ

沖縄の貨物として計上される

沖縄で輸入通関を行う

使用されていた ンテナのまま運ぶ

貨物を目的地別に仕分け直す
（輸入申告時に沖縄着が明確）保税状態で

輸送する場合
貨物を目的地別に仕分け直す
（輸入申告時に沖縄着が不明確）

沖縄の貨物として計上されない物流倉庫

輸送する場合

大阪港にて
通関を行う場合

多数

沖縄の貨物として計上されない物流倉庫
沖縄へ

17



２．沖縄における貨物流動の情勢

ガ基幹航路におけるメガキャリア／アライアンスの運航船腹量

運行船腹量 (2007.１.１)
運航船社またはアライアンス

隻数 TEU

CKYHグループ

　COSCO(中国)・川崎汽船・陽明海運(台湾)・韓進海運(韓国) 186 931,007

運航船社またはアライアンス

The Grand Alliance　(GA)

　日本郵船・OOCL(中国)・Hapag-Lloyd(ドイツ)・MISC(マレーシア) 119 639,475

The New World Alliance(TNWA)

APL(アメリカ) 商船三井 現代商船(韓国) 94 493 753　APL(アメリカ)・商船三井・現代商船(韓国) 94 493,753

Maersk Line(デンマーク)

161 870,872

Mediterranean Shipping Company(スイス)Mediterranean Shipping Company(スイス)

80 513,224

Evergreenグループ

Evergreen(台湾)・Itaria Marittima(イタリア)・Hatsu Marine(イギリス) 83 397,404　 g (台湾)  (イタリア)  (イギリス) ,

CMA CGM(フランス)/ANL(オーストラリア)

74 368,949

China Shipping Container Line(中国)

18

資料：日本郵船調査グループ「世界のコンテナ船隊及び就航状況」2006年度版

52 276,993



２．沖縄における貨物流動の情勢

主要アライアンスのアジア発着航路を対象とした主な寄港地

ロ テルダム港
ハンブルグ港

ロッテルダム港

アルヘシラス港
ポートサイド港

オークランド港

ロサンゼルス港

ジェッタ港 マンザニーロ港

ＣＫＹＨ

ＧＡ

ＴＮＷＡ

次頁へ

Maersk Line

ＭＳＣ

Ever Green

19

資料：国際輸送ハンドブック2007年版



２．沖縄における貨物流動の情勢

ガ基幹航路におけるメガキャリア／アライアンスの主要寄港地（東アジア）

青島港

釜山港

名古屋港

横浜港

東京港

廈門港
寧波港

上海港
光陽港

神戸港
清水港

横浜港

深セン港

香港港

廈門港

高雄港

ＣＫＹＨ

ＧＡ

ＴＮＷＡ

Maersk Line

ポートケラン港

タンジュンペラパス港

シンガポール港
ＭＳＣ

Ever Green
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資料：国際輸送ハンドブック2007年版



２．沖縄における貨物流動の情勢

国内外主要船社の戦略（航路別平均船型の推移）

8 000

ＤＷ
欧州8,000

6 000

欧州

北米

アフリカ

大洋州

中南米

6,000

4,000

平
均
船
型

大洋州

世界周航

東アジア

東南アジア

全平均

2 000

型

0

2,000

＊世界経済の拡大とともに船社間の競争が激化、合併や業務提携等アライアンスを実施。
船舶 大型 を進め 大型船舶を投 する地域を絞る 益を追求

H２年度 H７年度 H12年度 H17年度 H19年度
0

21

＊船舶の大型化を進め、大型船舶を投入する地域を絞ることにより利益を追求。

資料：国際輸送ハンドブック



２．沖縄における貨物流動の情勢

世界の主要タ ミナルオペレ タの ンテナ取扱量世界の主要ターミナルオペレータのコンテナ取扱量

134 7 156 3
160

百万TEU

101.5

134.7 156.3

120

140

87.2

41 5
47.8 51.860

80

100

35.8
41.5

40.3
40.4

23.8
21.9

33.1

31.924.5
18.0
8.9

19.0

26.0

15.0

0

20

40

H14 H15 H16 H170 （暦年）

ＨＰＨ：香港を拠点として世界に展開。労使問題に敏感で、北米進出には極めて慎重。
ＰＳＡ：シンガポール政府が株式100％保有。北九州港響灘ターミナルＰＦＩ事業にも参画したが、平成19年に撤退。
ＡＰＭＴ：今後はマースク・シーランド・ライン社専用ターミナルだけでなく、他船社コンテナの誘致も進める。

平成17年には、世界の主なオペレータ４社で約１億5,630万TEUを取り扱っている。
世 全体 流動量を 億 扱量世 位 合計

ＡＰＭＴ：今後はマ スク シ ランド ライン社専用タ ミナルだけでなく、他船社コンテナの誘致も進める。
Ｐ＆Ｏ：Ｈ17年にＤＰＷ（Dubai Ports World）に買収された。ＤＰＷはドバイ港を拠点として世界に展開中。

資料：「コンテナ輸送とコンテナ港湾」港湾空港技術振興会，商船三井，ＯＣＤＩ

22

世界全体の流動量を３億６千万TEU（コンテナ取扱量世界上位50ヶ国合計：
Cotainerisational International Yearbook 2007）とすると、全体の約43％にあたる。



２．沖縄における貨物流動の情勢

ガ主なメガターミナルオペレータの進出状況

ロッテルダム港
ハンブルグ港

ジオイアタウロ港 オークランド港

那覇港
アルヘシラス港

ポートサイド港
港

ロサンゼルス港

マンザニーロ港

サラーラ港

HTHHTH

PSA

APM T

P&O P t

23

資料：各社ホームページをもとに作成
P&O Ports

ＩＣＴＳＩ



３．参考事例の紹介

国内主要港における料金体系（１） ～入港料が不要な沖縄県港湾～

【入港料】

航船

2.5

3.0
（外航船）
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那
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中
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港

港州
港

港港屋
港

港港港港湾
港

島
港

港州
港

港港屋
港

港港港港湾
港

沖縄県の港湾では入港料が不要で 船社に対して大きなセ ルスポイント

資料：貨物運賃と各種料金表2006（交通日本社）
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沖縄県の港湾では入港料が不要で、船社に対して大きなセールスポイント。



３．参考事例の紹介

国内主要港における料金体系（２）～岸壁使用・荷役機械料金も安い沖縄県港湾～

【荷役機械使用料】【岸壁使用料】

10.0

12.0
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14.0

16.0
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資料：貨物運賃と各種料金表2006（交通日本社）

島
港

港州
港

港港屋
港

港港港港湾
港 港港 港

港
港

※原則「外航船に対する２時間以上12時間までの料金」で比較 ※原則「コンテナを扱うクレーン（公共）」を対象

25

沖縄県の港湾では岸壁使用料金・荷役機械使用料金も安く、船社の費用負担が少ない。



３．参考事例の紹介

国内主要港における料金体系（３）～上屋・野積場使用料金も安い沖縄県港湾～

1400
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資料：貨物運賃と各種料金表2006（交通日本社）

港港 港港

※原則「専用使用」「１級施設」で比較 ※原則「専用使用」「１級施設」で比較

26

沖縄県の港湾では上屋・野積場使用料金が安く、荷主企業にとっても費用負担が少ない。



３．参考事例の紹介

国内主要港における料金体系（４）～埠頭通過料金について～

250

200

180

150

200

100

150

円
／

ト
ン 貨物通過料は、係留施設で荷役を

した場合に発生する費用で、
入港料に含まれている場合が多い。

40

4.8
15.7 10.5

21.9
8.5

0

50

資料：貨物運賃と各種料金表2006（交通日本社）

但し広島港は広島県ホームページより

0
那覇港 平良港 石垣港 坂出港 新居浜港 今治港 松山港 広島港

※１ 品目により料金が異なる場合は一般貨物のうち最も高い金額とした
※２ 広島港は知事が指定した水面を利用した場合に限る

埠頭通過料 貨物通過料

但し広島港は広島県ホ ムペ ジより※２ 広島港は知事が指定した水面を利用した場合に限る

＊埠頭通過料金とは船舶から岸壁を越えて貨物を通過させる際に荷主から１トンあたりの
単価で徴収するもので、沖縄県独自の制度。

＊現在は那覇港（40円／ﾄﾝ） 平良港（200円／ﾄﾝ） 石垣港（180円／ﾄﾝ）で導入
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＊現在は那覇港（40円／ﾄﾝ），平良港（200円／ﾄﾝ），石垣港（180円／ﾄﾝ）で導入。



３．参考事例の紹介

国内港湾のインセンティブ制度

■ 取扱貨物量の増加を促すインセンティブ制度
コンテナ取扱量により入港料・係留施設使用料等を減免コンテナ取扱量により入港料・係留施設使用料等を減免
（例：東京港・大阪港・横浜港・川崎港・下関港・博多港）

■ 寄港する船舶の増加・大型化を促すインセンティブ制度
トランシップ貨物を取り扱う場合のクレーン使用料・ターミナル用地使用料の免除
（例：東京港・横浜港・大阪港）
ガントリークレーン基本使用料の減免
（例：博多港・境港など）（例：博多港・境港など）
新規定期航路開設に係る減免
（例：川崎港・横浜港・大阪港など）
大型船の入港に係る減免
（例：東京港・川崎港・横浜港など）

■ 港湾関連施設の利用効率を高めることを促すインセンティブ制度
共同化に対する減免共同化に対する減免
（例 東京港：上屋・野積場等のヤードを荷役業者が共同で借りる場合など。

大阪港：大阪港に錨地を確保できないため、一旦、堺泉北港に入港して時間調整し、
再度、大阪港に入港した場合。）

28

外航コンテナ船等に対する日曜荷役における減免
（例：東京港・名古屋港・四日市港・博多港・北九州港）



３．参考事例の紹介

国際物流関連特国際物流関連特区

【国際物流関連特区とは】

港湾や空港の利便性を向上し 国際貿易を通じて地域経済の

【那覇港国際物流特区（那覇港管理組合）】

港湾や空港の利便性を向上し、国際貿易を通じて地域経済の
競争力を強化することを目的に規制を緩和するものである。

＊那覇港新港ふ頭地区９号・10号公共ターミナルを長期
貸付（10年間）できる民間事業者を国内外より公募。

＊民間の運営や技術能力等を活用して一体的なターミナル
整備運営を目指したもので 事業者が決定した現在は整備運営を目指したもので、事業者が決定した現在は
計画が取り消しになった。

【全国での計画取消の主な例】 凡例【全国での計画取消の主な例】

規制の特例措置が全国展開され計画が
取り消された主な「規制の特例措置」
＊税関の臨時開庁手数料の軽減

税関の執務時間外における

凡例

特区計画継続中

特区計画取消（全国展開等により）

※特区計画の位置は区域範囲の概ね中心とした
＊税関の執務時間外における

通関体制の整備
＊自動車の回送運行時における

仮ナンバー表示の柔軟化

※特区計画の位置は区域範囲の概ね中心とした
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３．参考事例の紹介

産業活性化関連特区

【産業活性化関連特区とは】

新たな産業の展開を効率的に行いやすくするために新たな産業の展開を効率的に行いやすくするために、

規制を緩和するものである。

【全国での計画取消の主な例】【全国での計画取消の主な例】

規制の特例措置が全国展開され計画が取り消された
主な「規制の特例措置」

＊外国人研究者の受入促進＊外国人研究者の受入促進

＊外国人の入国・在留申請の優先処理

＊特定埋立地の所有権移転制限期間の短縮

（10年→５年） 凡例（10年→５年） 凡例

特区計画継続中

特区計画取消（全国展開等により）

※特区計画の位置は区域範囲の概ね中心とした※特区計画の位置は区域範囲の概ね中心とした
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３．参考事例の紹介

ゲートオープン時間（平日）

港　名

東京港

横浜港

名古屋港

6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00 13:0012:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:005:00

名古屋港

大阪港

神戸港

下関港

北九州港北九州港

ひびき港

那覇港

資料：各港のホームページ等より作成

那覇港（新港地区）のゲ トオ プン時間は 平日（月 金） 7 00 22 00＊那覇港（新港地区）のゲートオープン時間は、平日（月～金） 7:00～22:00、
土曜日7:00～16：00であり、日曜日は事前調整により対応している。
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３．参考事例の紹介

【参考】横浜港南本牧・大黒ふ頭における実証実験（平成14年10月７日～平成15年１月11日）

【大黒ふ頭】
○大黒ふ頭でゲートオープン時間を延長

( 約 )(予約制 19:00～21:00)

【南本牧ふ頭】
○ストックヤード予約(20:00～８:30)の開始
○南本牧ふ頭でゲートオープン時間の延長
＋ストックヤード予約(18:00～21:00＆～８:30)

～港湾の24時間フルオープン化にむけて～

南本牧ふ頭と大黒ふ頭において、コンタナターミナルのゲートオープン時間の延長、さらに南本牧ふ頭

では荷主・トラック事業者が24時間利用することが可能なストックヤード（コンテナ貨物の仮置き場）を

＋ストックヤ ド予約(18 00 21 00＆ ８ 30)

では荷主 トラック事業者が24時間利用することが可能なストックヤ ド（コンテナ貨物の仮置き場）を

設置し、インターネットで予約した時刻以降のコンテナ貨物の搬出入を可能とする実証実験を実施。

【効果】

荷主・運送事業者：早朝引き取り・夜間の持ち込みが可能となり、トラック運行効率が向上し、配送時間の

確実化が実現した

32

確実化が実現した。

ターミナル事業者：ターミナル内作業の平準化が進んだ。 関東地方整備局港湾空港部資料より



３．参考事例の紹介

臨海部において 電気電子・自動車・製紙・製鉄関連等の凡 例

苫小牧市：苫小牧港

トヨタ自動車北海道：自動車部品：約50億円

臨海部において、電気電子 自動車 製紙 製鉄関連等の
大規模設備投資等が多く見られる。

新潟市：新潟港
堺市：
堺泉北港

シャープ：液晶パネル
約3 800億円尼崎市 神戸港

企業名：製造品目等：設備増設等の投資金額

所在地：主な利用港

凡 例

開始したもの（予定含む）
※2004年以降に生産を

大平洋金属：ステンレス材料：約215億円

八戸市：八戸港

石巻市：石巻港
高松市等 高松港

氷見市：伏木富山港 射水市：伏木富山港

北越製紙：製紙：約550億円堺泉北港 約3,800億円尼崎市：神戸港

松下電器産業：ＰＤＰ
（尼崎第１工場）：約 950億円
（尼崎第２工場）：約1,800億円
（尼崎第３工場）：約2,800億円 オプテス：工学フィルム：約100億円

アイシン軽金属：自動車部品：約65億円

日本製紙：薄物コート紙：約630億円

コマツ： 建設機械：約200 億円
日立建機：建設機械：約280 億円

ひたちなか市：常陸那珂港

倉敷市：水島港 坂出市：坂出港

高松市等：高松港

川崎造船：造船：約100億円

タダノ：建設用クレーン：約80億円

コマツ：建設機械

約300億円

金沢市：金沢港

中国木材：製材：約200億円 鹿嶋市：鹿島港

ポスコ：鋼板コイル：約26億円
東京製鐵：薄板：約1,220億円

豊橋市：三河港

田原市：三河港三井化学 耐熱PET樹脂 約20億円

和木町：岩国港

日立建機：建設機械：約280 億円

ＪＦＥ：粗鋼生産：約1,450億円
ジャパンエナジー：ガス：約505億円

倉敷市：水島港

大王製紙：塗工紙生産設備：約470億円

住友金属：粗鋼生産：約2,000億円 和歌山市：和歌山下津港

四国中央市：三島川之江港

田原市：三河港三井化学：耐熱PET樹脂：約20億円

王子製紙：塗工紙生産設備：約500億円 阿南市：徳島小松島港

諫早市：長崎港

三菱重工業：太陽電池：約150億円

大王製紙：塗工紙生産設備：約470億円
丸住製紙：クラフトパルプ：約300億円

四国中央市：三島川之江港

キャノン：複写機用品：約８00億円

苅田町：北九州港・苅田港

富士通日立プラズマ
：PDP生産：約８50億円

国富町：宮崎港

北九州市：北九州港
東レ：炭素繊維：約250億円 松前町：松山港

トヨタ自動車：エンジン工場：約340億円

出典：国土交通省港湾局調べ

周南市：徳山下松港：大分市：大分港

ダイハツ：完成自動車工場：約490億円
： （第2工場）：約235億円

キャノン：複写機用品：約８00億円

中津市：中津港
トクヤマ：化学系製品：約450億円
東ソー：化学系製品：約1,000億円

トヨタ自動車 エンジン工場 約340億円
：部品工場：約160億円

日産自動車：塗装ライン更新：約100億円
：一貫組立工場：約300億円

ブリヂストン：ラジアルタイヤ：約285億円
東邦チタニウム：チタン原料：約396億円 33



３．参考事例の紹介

循環型社会を形成するため、廃棄物の発生量を抑制し、廃棄物を

リサイクルポートとは

再使用・再利用する３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の
取り組みを進める。最終残渣は、海面最終処分場の整備等により、
適正かつ安心な廃棄物処理を図る。適正かつ安心な廃棄物処理を図る。

資源循環資源循環資源循環資源循環

3R

廃棄物処理廃棄物処理
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３．参考事例の紹介

リサイクルポートの指定要件

○地理的・経済的に地域ブロックにおける
リサイクル拠点としてポテンシャルがあること

石狩湾新港

苫小牧港

室蘭港

リサイクル拠点としてポテンシャルがあること
○静脈物流に係る港湾取扱貨物量が一定程度
見込まれること

○リサイクル処理施設が既に立地しているか
八戸港

釜石港

酒田港

室蘭港

能代港

○リサイクル処理施設が既に立地しているか
又は立地が確実に見込まれること

○港湾管理上、港湾における廃棄物の取扱いが
円滑に行えること

東京港

酒田港

姫川港

木更津港
舞鶴港

○地域との調整が整っていること

三河港

神戸港

徳山下松港

宇部港 川崎港

姫路港

H14.5 指定港（5港）

北九州港

三池港

中城湾港

三島川之江港H15.4 指定港（13港）

H18.12 指定港（3港）
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３．参考事例の紹介

○リサイクルポート指定によりリサイクル産業の立地数と循環資源の取扱量が
増加し地域経済の活性化に寄与

リサイクルポート指定による地域活性化

16,000 60.0%
港 扱

ＲＰ１８港の国内循環資源取扱量とシェア
リサイクルポート１８港における企業立地数推移

200 25,000その他

18港の循環資源（内貿）取扱量とシェア18港における企業立地数の推移

増加し地域経済の活性化に寄与

11,174
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12,861
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）
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160
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数
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製造業
合計
産廃中間処理施設数

7,784

23.3%
27.4%

33.4% 34.1%
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Ｒ
Ｐ

44 45 52 5448

0
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0

5,000

産
廃

H13 H14 H15 H16
出典：港湾局資料

指定前 H14 H15 H16 H17

出典：環境省資料，港湾局資料出典：港湾局資料(H13)

○18港の伸び率 (H16/H13)＝40％増 ⇒  (H17/H13)＝50％増

○全国の伸び率（H16/H13)＝15％増
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３．参考事例の紹介

○整備目的：エコタウンのリサイクル施設と港湾施設・循環資源取扱支援施設を
有機的・一体的に整備することにより 受入れ・処理・残さい処分を

リサイクルポート（北九州港）

有機的・一体的に整備することにより、受入れ・処理・残さい処分を
一貫して行う拠点形成を推進。

○想定循環資源：建設廃材・シュレッダーダスト・自動車・蛍光管・ペットボトル・
廃プラスチック等

○事業採択年度：平成17年度

廃棄物海面処分場
響灘西地区

北九州港総合静脈物流拠点整備エリア

荷さばき地

北九州エコタウン
総合環境コンビナート
響リサイクル団地

響灘東地区

臨港道路

北九州リサイクルポ ト

循環資源

残さ

北九州リサイクルポート
水深５．５ｍ 岸壁１バース 延長１００ｍ

防護柵

その他施設費で整備 リサイクル製品
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３．参考事例の紹介

酒田港→姫川港
木くず(1千ﾄﾝ/年、建設廃材)
石炭灰(11万ﾄ /年 火力発電所)

酒田港→姫川港
木くず(1千ﾄﾝ/年、建設廃材)
石炭灰(11万ﾄ /年 火力発電所)

リサイクルポート（酒田港）

石炭灰(11万ﾄﾝ/年、火力発電所)

・火力発電所
石灰石→脱硫触媒用等

石炭灰(11万ﾄﾝ/年、火力発電所)

・火力発電所
石灰石→脱硫触媒用等

その他施設費で整備

酒田港酒田港
（株）酒田港リサイクル産業センター
平成１９年３月

・バイオマス発電所 （5万kW）
木くず → 発電燃料

・セメント工場（S55年より操業）
木くず → 焼成用燃料

木くず
（500GT級貨物船 月1便程度）

石炭灰
級 搬船

・バイオマス発電所 （5万kW）
木くず → 発電燃料

・セメント工場（S55年より操業）
木くず → 焼成用燃料

木くず
（500GT級貨物船 月1便程度）

石炭灰
級 搬船

姫川港

木くず 焼成用燃料
石炭灰 → セメント原料（4300DWT級セメント運搬船

月3便程度）

姫川港→酒田港
セメント(13万ﾄﾝ/年、背後工場）
石灰石(2千ﾄﾝ/年 採掘）

姫川港

木くず 焼成用燃料
石炭灰 → セメント原料（4300DWT級セメント運搬船

月3便程度）

姫川港→酒田港
セメント(13万ﾄﾝ/年、背後工場）
石灰石(2千ﾄﾝ/年 採掘）

○取扱循環資源 ：

木くず・汚染土壌等

○事業採択年度 ：石灰石(2千ﾄﾝ/年、採掘）石灰石(2千ﾄﾝ/年、採掘）

○整備目的 ： 山形県内で発生した廃木材を姫川港のバイオマス発電に供給するため。

また 関東等で発生する汚染土壌を受け入れるため 資源の一時保管機能として

○事業採択年度 ：

平成18年度

また、関東等で発生する汚染土壌を受け入れるため、資源の一時保管機能として

循環資源取扱支援施設を整備。
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３．参考事例の紹介

平成19年11月６日（火）琉球新報（朝刊）10面
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３．参考事例の紹介

豊富な人的資源を売りに企業誘致に成功した苫小牧市

【自動車関連産業 進出 背景】

【トヨタ自動車北海道㈱】

本社 北海道苫小牧市
【自動車関連産業の進出の背景】

○優秀な人材を確保しやすい

～男女とも幅広い年齢層の人材を確保でき

定着率も高い～

本社 北海道苫小牧市

設立 平成３年 （平成４年10月操業開始）

用地面積 99万㎡

建物面積 29万㎡
定着率も高い

○広大な土地を取得しやすい

○国内最多の自動車関連のテストコース

～寒冷な気象条件や広大な立地条件のため

優良な が数多く設 され る

【アイシン北海道㈱】

本社 北海道苫小牧市

設立 平成18年 （平成19年４月操業開始）

用地面積 約20万㎡優良なテストコースが数多く設置されている～ 用地面積 約20万㎡

建物面積 約2.2万㎡
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資料：賃金構造基本統計調査
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東
甲
信

海 国 州

資料：労働力調査（総務省統計局）



３．参考事例の紹介

“地の利”を活かして企業誘致に成功した北九州市

【北九州市における主なインフラ整備】

○24時間365日就航可能な「新北九州空港」の

☆ 資料１に記載しない港湾について、同様に取りまとめ。

○24時間365日就航可能な 新北九州空港」の

整備

○北九州学術・研究都市の開発・整備

○東九州自動車道の整備

○24時間365日稼働し日本 安いポ トチャ ジを○24時間365日稼働し日本一安いポートチャージを

目指した中枢国際港湾（響灘西埠頭）の整備

○企業立地の拠点となる工業団地等の整備

（北九州テクノパーク・サイエンスパーク・

響灘臨海工業団地）

【ひびきコンテナターミナルのポテンシャル】

○コンテナ貨物が急増する環黄海圏の要に位置

○アジア地域に発着する北米航路（日本海ﾙｰﾄ）○アジア地域に発着する北米航路（日本海ﾙｰﾄ）

上に位置

○コンテナ船の大型化に対応した水深15ｍ岸壁

○背後に2,000haの広大な企業立地用地

＊アジアに近い地理的優位性を活かし、物流機能を強化して、国際競争力のある
ハブポート化を推進し、海外に目をむけた企業誘致を展開。

○ＰＦＩ方式の導入（H19年７月に公共バースに変更） 財団法人 港湾空間高度化環境研究センター調べ
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ブポ ト化を推進し、海外に目をむけた企業誘致を展開。
＊平成19年７月には響灘臨海工業団地に㈱ブリヂストンの新工場建設を開始。



３．参考事例の紹介

本 唯 ク ブ グ（欧州）路線が開設され る小松空港（ 川県）日本で唯一ルクセンブルグ（欧州）路線が開設されている小松空港（石川県）

【小松空港の優位性】【小松空港の優位性】

①地の利

東京・名古屋・大阪の三大消費地に

直線距離 300 350k 圏直線距離で300～350km圏。

②北陸自動車道とのアクセスが良い

空港から約２kmの北陸自動車道の利用で、
全国各地とのスム ズな集配が可能全国各地とのスムーズな集配が可能。

③低コスト

第３セクターの北陸国際航空貨物

タ ミナ 株式会社（HIACT)が所有するターミナル株式会社（HIACT)が所有する

大規模な上屋があるほか、全体的に

空港利用に余裕があり、利用料金も安い。

日本海側最大の3,000メートル級滑走路を有する小松空港（自衛隊と民間航空との共同使用）
では、平成６年（1994年）に日本で唯一のルクセンブルグ路線が開設。

42

では、平成６年（1994年）に日本で唯 のルクセンブルグ路線が開設。

財団法人 港湾空間高度化環境研究センター調べ



３．参考事例の紹介

24時間運用できるメリ トを活かして航路誘致を行 ている関西国際空港24時間運用できるメリットを活かして航路誘致を行っている関西国際空港

関西国際空港(株)ホームページより引用

関西国際空港 は延長4 000 の第 滑走路が平成19年 月に暫定供用＊関西国際空港では延長4,000mの第２滑走路が平成19年８月に暫定供用。
＊24時間いつでも離発着が可能になり、貨物便をはじめとした深夜・早朝時間帯における

増便がさらに可能。
＊関西国際空港㈱は深夜の発着が可能な空港（新千歳・羽田・那覇）との間における

43

関西国際空港㈱は深夜の発着が可能な空港（新千歳 羽田 那覇）との間における
国内貨物便の就航に向けた誘致活動を行っている。



３．参考事例の紹介

アジアの中心“那覇空港”におけるアジア向け貨物のハブ化（ＡＮＡ)

北京

ソウル

関 西

羽 田
中 国 上海

中部

那 覇

香 港

香 港 羽 田那 覇
１時到着３時出発

バンコク

積み替え

翌朝５～７時到着

夜９～11時出発翌朝５～７時到着

夜９～11時出発

日本経済新聞

＊アジアの各空港から出る貨物を深夜に那覇空港に集約し、行き先別に仕分けして、翌朝には
目的地へ配送。

３時出発１時到着
本経済新聞

平成19年７月６日付記事より作成

44

目的地 配送。
＊2010年度をメドに国際貨物を週100便程度運航する計画。



３．参考事例の紹介

中部国際空港におけるＳ ＆Ａｉ 輸送の取り組み

仕出地

日本国内

中部国際空港におけるＳｅａ＆Ａｉｒ輸送の取り組み

川崎重工

三菱重工 荷主 発地港湾岸壁

海上輸送

中部国際空港
海
上
輸
送 富士重工 島内

陸上転送

常滑港の岸壁にて
通関

エプロン

（スポット）

常滑港

（空港地区）

中部国際空港

中
部
国
際
空

常滑港の岸壁にて
クレーンを利用し
陸揚げ

・通関
・搭載

航空輸送
仕向地

空
港

荷主

・通関

着地空港

愛知県にある工場で製造された航空機ボーイング787型機の胴体等の機体部位は、海上で
中部国際空港に輸送され 航空機によって米国に輸出し 現地工場で組み立てられる

中部国際空港ホームページ等より作成
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中部国際空港に輸送され、航空機によって米国に輸出し、現地工場で組み立てられる。



３．参考事例の紹介

韓国 仁川港と仁川空港でのＳｅａ＆Ａｉｒ輸送の取り組み

仁川国際空港の地域別就航便数（2007年）仁川国際空港と仁川港の位置 仁川国際空港の地域別就航便数（2007年）仁川国際空港と仁川港の位置

月刊 ＣＡＲＧＯ（海事プレス社）より引用内港：主にコンテナや自動車航走船貨物の取扱

南港：主に中小型船によるバルク貨物の取扱

＊中国から欧米への輸出貨物を海上で仁川港に輸送し、仁川空港から航空機で輸送。
＊中国の工場からの貨物集荷時に航空貨物用のコンテナに積んでトラックで輸送し、

北港：主に石油類の取扱

46

カーフェリーで仁川港を経由して仁川空港まで輸送することで時間短縮を図っている。



３．参考事例の紹介

海外港湾事例

ジオイアタウロ港

マルサスロック港

サラーラ港サラ ラ港

タンジュンペラパス港

47

シンガポール港



３．参考事例の紹介

マルサスロック港（マルタ）

【コンテナ取扱量(2005)】
158万TEU（うちトランシ プ150万TEU（95 1％））158万TEU（うちトランシップ150万TEU（95.1％））

【主な寄港船社】
「ＣＭＡ ＣＧＭ」「ＡＰＬ」「China Shipping」

【優位性】
地中海のほぼ中心に位置しており 基幹航路のル ト設定上便利地中海のほぼ中心に位置しており、基幹航路のルート設定上便利。
主要船社「ＣＭＡ ＣＧＭ」はバースやヤードの運用を柔軟に実施。
ターミナル背後にはトランシップ貨物を対象とした上屋を整備。

【トランシップ港としての取り組み等】
船社に対し 取扱量に応じたボリ ムインセンテ ブがある

48

船社に対し、取扱量に応じたボリュームインセンティブがある。

「平成15年度 トランシップコンテナターミナルの運営・経済波及効果等に関する調査（内閣府沖縄総合事務所）」「各港のホームページ」等より作成



３．参考事例の紹介

ジオイアタウロ港（イタリア）

【コンテナ取扱量(2005)】
316万TEU（うちトランシップ255万TEU（80.8％））

【主な寄港船社】
「マースク・シーランド」

【優位性】
地中海のほぼ中心に位置し、基幹航路のルート設定上便利。
十分な岸壁延長と水深を有した連続バースを一体的に運営。

【トランシップ港としての取り組み等】
船社に対する信頼性を高めるため、入港待ちが生じることがなく、航行スケジュールを遵守できるよう
本船受け入れバースを確実に提供。
コスト競争力向上を目指し、荷役時間を短縮できるようクレーン運転士を提供。

49

労働者に対するトレーニングを積極的に実施。

「平成15年度 トランシップコンテナターミナルの運営・経済波及効果等に関する調査（内閣府沖縄総合事務所）」「各港のホームページ」等より作成



３．参考事例の紹介

サラーラ港（オマーン）

【コンテナ取扱量(2005)】
267万TEU（うちトランシップ265万TEU（99.0％））

【主な寄港船社】
「マースク・シーランド」「Mediterranean Shipping」マ スク シ ランド」 Mediterranean Shipping」

【優位性】
インド洋に面し、東西航路の中核であるアジア／欧州航路に近接。

【トランシップ港としての取り組み等】
近隣地区にコンテナを配給・集約するため、戦略的にフィーダーサービス網を整備。

50

近隣地区にコンテナを配給 集約するため、戦略的にフィ ダ サ ビス網を整備。

「平成15年度 トランシップコンテナターミナルの運営・経済波及効果等に関する調査（内閣府沖縄総合事務所）」「各港のホームページ」等より作成



３．参考事例の紹介

シンガポール港（シンガポール）

ケッペルＣＴ

パシールパンジャンＣＴ

ケッ ルＣＴ

ブラニＣＴ

タンジュン
バガールＣＴ

タンジュンバガールＣ
Ｔ

ブラニＣＴ

パシールパンジャン
ＣＴ ＴＣＴ

ケッペルＣＴ ブラニＣＴ

【コンテナ取扱量(2005)】
2,319万TEU（うちトランシップ1,890万TEU（81.5％））

【主な寄港船社】
「P&O ネドロイド」「APL」「MSC」「NYK」「K-line」等 多数「P&O ネドロイド」「APL」「MSC」「NYK」「K line」等 多数

【優位性】
欧州－アジア航路の要衝にあるマラッカ海峡に位置するハブ港としてアジア諸国にフィーダー輸送を行う。

【トランシップ港としての取り組み等】
タンジュンペラパス港等に対抗するため 長期（10年間）の貨物保証を行う船社にバースの優先利用・

51

「財団法人 国際臨海開発研究センター資料」「各港のホームページ」等より作成

タンジュンペラパス港等に対抗するため、長期（10年間）の貨物保証を行う船社にバ スの優先利用
荷役効率の保証・料金割引等を提供している。



３．参考事例の紹介

タンジュンペラパス港（マレーシア）

【コンテナ取扱量(2005)】
418万TEU（うちトランシップ400万TEU（95.8％））

【主な寄港船社】【主な寄港船社】
「マースク・シーランド」「エバーグリーン」等

【優位性】
東西を行き交う国際航路から約13kmという地の利がある。
静穏度が良く、水深が深い。静穏度が良く、水深が深 。
コンテナターミナル背後に広い未利用地を有しており、利用の自由度が高い。
背後地とのネットワークが良好。

【トランシップ港としての取り組み等】
港湾荷役料金は、シンガポール港の30％程度に設定。

52

港湾荷役料 、シン ポ 港 程度 設定。
外国籍船もマレーシア国内のフィーダー輸送を行えるよう、カボタージュ輸送の規制を緩和している。

「財団法人 国際臨海開発研究センター資料」「各港のホームページ」等より作成



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

企業誘致 推進企業誘致の推進

【産業高度化地域】
（優遇措置）

①国 税：投資税額控除・特別償却（どちらかを選択）

※対象業種によって優遇措置が異なる

②地方税：事業税の課税免除・不動産取得税の課税免除②地方税：事業税の課税免除・不動産取得税の課税免除

固定資産税の課税免除・事業所税の課税免除

（対象業種）

①製造業等①製造業等：

製造業・道路貨物運送業・倉庫業・梱包業・卸売業

②産業高度化事業：

総合リース業・産業用機械器具賃貸業・総合リ ス業 産業用機械器具賃貸業

事務用機械器具賃貸業・機械修理業・

広告代理業・ディスプレイ業・産業用設備洗浄業・

非破壊検査業・デザイン業・経営コンサルタント業・

機械設計業・エンジニアリング業・自然科学研究所

沖縄県の自立的経済発展に資するため 企業の新規立地を促す助成制度の充実や

企業立地ガイド（平成18年３月 沖縄県）より引用

53

沖縄県の自立的経済発展に資するため、企業の新規立地を促す助成制度の充実や
貿易基盤等の整備を進める。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

那覇港：トランシップ港湾の可能性について

ダイレクトモデル航路 那覇モデル航路ダイレクトモデル航路 那覇モデル航路

【ダイレクトモデル航路】

北米航路 ：５隻（35日）

欧州航路 ：９隻（63日）

フィーダー：なし

費 用 ：約240百万ドル／年

【那覇モデル航路】

北米航路 ：４隻（28日）

欧州航路 ：８隻（56日）

ダ 隻フィーダー：４隻

費 用 ：約240百万ドル／年

同じ船舶運航費用で輸送日数の短縮が可能 那覇港の港湾計画ではトランシップ
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同じ船舶運航費用で輸送日数の短縮が可能
取扱量を44万TEUと想定



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

【振興施策の展開】 第３章 振興施策の展開／７ 持続的発展を支える基盤づくり より

那覇港：沖縄振興計画（平成14年９月）抜粋

那覇港については、国際流通港湾としての機能の充実強化を図るとともに、

那覇、泊、新港、浦添の４ふ頭地区の利便性を高めるための機能を再編する。

また、臨港道路（空港線、浦添線）等、幹線臨港道路の整備を推進する。
さらに 国際クル ズ等に対応した旅客船バ ス 大水深バ スを有するさらに、国際クルーズ等に対応した旅客船バース、大水深バースを有する

国際海上コンテナターミナルやコースタルリゾート施設等の整備を図る。
また、国際物流拠点の形成を目指し、戦略的な中継コンテナ貨物の取扱いを

促進するため 電子データ交換等を含む情報システムの構築等効率的な促進するため、電子デ タ交換等を含む情報システムの構築等効率的な

コンテナターミナル運営を推進するとともに、物流を総合的に管理する

国際的なロジスティクスセンター等の立地を図る。

【振興の方向】 第４章 圏域別振興の方向／３ 南部圏域より【振興の方向】 第４章 圏域別振興の方向／３ 南部圏域より

那覇港については、沖縄の地理的条件に起因する輸送コストの問題を克服するとともに、

戦略的な中継コンテナ貨物の取扱を促進するため、貨物の増大・集積に迅速かつ効果的に

応 き 規模 等 整備を推進す あわ 際航路対応できる大規模コンテナターミナル等の整備を推進する。あわせて、国際航路

ネットワークの拡充に向けて、港湾利用コストの低減化、効率的なターミナル運営を

目指す。また、幹線道路や那覇空港と結ぶ臨港道路を整備する。さらに、大型クルーズ

旅客船バ や リ ナ等国際交流拠点にふさわし 施設整備を推進する
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旅客船バースやマリーナ等国際交流拠点にふさわしい施設整備を推進する。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

【振興施策の展開】第３章 振興施策の展開／７ 持続的発展を支える基盤づくり より

中城湾港：沖縄振興計画（抜粋）

中城湾港については、東海岸地域の活性化を図るため、泡瀬地区の整備、新港地区の
流通加工港湾としての整備を図るとともに、中城湾港マリンタウンプロジェクトを

推進する。

【振興の方向】 第４章 圏域別振興の方向／２ 中部圏域より

中城湾港新港地区において、流通加工港湾の整備を推進するとともに、中城湾港

泡瀬地区において東部海浜開発を促進する。また、中城湾港マリンタウンプロジェクト泡瀬地区において東部海浜開発を促進する。また、中城湾港マリンタウンプロジェクト

（西原・与那原地区）や、宜野湾港の公共マリーナの整備を推進する。

《参考：特別自由貿易地域についての記載》

特別自由貿易地域において、管理運営法人が実施する立地企業のための事業場の設置や創・操業支援

など特別自由貿易地域活性化事業を促進するとともに、今後の特別自由貿易地域の活用状況等を踏まえ、

初期投資の負担を軽減する賃貸工場の整備や、土地の賃貸方式の導入及び助成制度の充実に取り組む。
アジア地域を中心とした国際物流市場の活発化と効率的な物流管理のニーズに対応するため、沖縄の

地理的特性を生かし、国際的なロジスティクスセンター等の国際物流関連産業を集積し、国際物流拠点の

形成を図る。
また 中城湾港新港地区の整備を促進するとともに 具志川沖縄線等道路網の整備を推進するなど
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また、中城湾港新港地区の整備を促進するとともに、具志川沖縄線等道路網の整備を推進するなど、

関連基盤の整備を図る。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

交通政策審議会港湾分科会 中間報告（平成19年７月５日）抜粋

Ⅲ．最近の経済状況の変化を取り入れた港湾政策の展開

＜方針②＞企業活動を支えるアジア物流ネットワークの実現
多頻度少量のコンテナ物流や高付加価値貨物の高速輸送等、効率的で円滑な物流ネットワークの構築。

＜方針③＞産業の活性化・企業の立地促進
原材料等の輸入機能 製品等の輸出機能を強化するとともに 臨海部における用地の活用 利用環境の整備原材料等の輸入機能・製品等の輸出機能を強化するとともに、臨海部における用地の活用・利用環境の整備。

＜方針④＞港湾手続きの統一化・簡素化等港湾サービスの一層の向上

リードタイムの短縮・港湾手続きの統一化と電子化・保安対策の高度化や環境への配慮等。

Ⅳ．今後推進すべき産業・地域経済支援のための具体的港湾施策

２．地域の港湾におけるアジア物流ネットワークの実現

（１）アジア域内コンテナ航路における企業のサプライチェーン構築の支援

３．産業・地域経済への支援

（１）競争力のある臨海部産業エリアの形成

４．物流シーズ・ニーズに対応した港湾サービスの一層の向上

①シーズ・ニーズを的確に把握するマーケティング機能の強化

５．保安対策の向上や環境への配慮による効率的な物流体系の構築５．保安対策の向上や環境 の配慮による効率的な物流体系の構築

②環境への配慮
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５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

■国 税
・所得控除制度

特別自由貿易地域に係る優遇措置

所得控除制度
・投資税額控除
・特別償却

■関 税
・関税の課税の選択制の適用
保税地域許可手数料の低減

特別自由貿易地域

・保税地域許可手数料の低減
■地方税
・法人事業税の課税免除
・不動産取得の課税免除
・固定資産税の課税免除

新港地区

新港地区拡大図 特別自由
貿易地域
拡大図

・特別土地保有税の非課税
■県の助成
・企業立地条件調査費
・地下固定資産取得税
・工事等周辺環境整備事業費

中城湾港

工事等周辺環境整備事業費
・雇用奨励費

■国の助成
・産業再配置促進事業環境整備費補助金
・電源地域産業再配置促進費補助金
地域雇用開発促進助成金・地域雇用開発促進助成金

（地域雇用促進奨励金・地域雇用促進特別奨励金）
・沖縄若年者雇用開発助成金

■融資制度
・ふるさと融資
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・自由貿易地域等特定地域振興資金（産業開発資金）
・自由貿易地域等特定地域振興資金（中小企業資金・生業資金）



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

特別自由貿易地域特別自由貿易地域

外国 外国日本国内

製 品

特別自由貿易地域

国内出荷（輸入）
関税・消費税納付
関税の課税選択

外国貨物

製 品

外国貨物
（加工・製造・保管・

点検・改装）外国貨物
（部品・原材料

・製品） 外国貨物の
輸入（搬入）

外国貨物の
輸出（積戻）

使
用輸入（搬入）

国内貨物
（部品・原材料）

輸出（積戻）用

以下の場合には、関税・消費税の支払いの必要はない。

○外国貨物である部品を加工・製造し、製品を輸出する場合。

○外国貨物の保管・点検改装・仕分けを行う場合
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○外国貨物の保管・点検改装・仕分けを行う場合。

○保管している外国貨物の返品や不良品の減却をする場合。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

北海道：北海道・韓国間での国際直行船試験運転の実施（平成19年３月）

【試験運航の概要】

実施時期：平成19年３月15日 苫小牧港出港

平成19年３月18日 釜山港入港

片道１航海

苫小牧港

754マイル

（1,396km）

船 舶：外航船舶（ＰＣＣ船）

船 名：MMM MERSEY（10,168GT）

航 路：苫小牧港～釜山港（754マイル）

釜 山 港

航 路：苫小牧港 釜山港（754マイル）

【試験運航後の商談会の実施】

名 称 北海道企業訪韓商談会名 称：北海道企業訪韓商談会

開 催 地：韓国ソウル市

参加企業：北海道側・５社参加，韓国側バイヤー・21社参加

内 容：商談会及び北海道産商品のサンプリング（試供品提供）

※商談会等にあたっては、北海道からの新しい海上輸送形態としての国際直行船の
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航路開設の有効性を中心に韓国側企業に聞き取り等の調査を実施。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

東北：域内港湾・空港の利用促進による効率的な国際物流

○メンバー
経済団体・学識経験者・物流団体・港湾振興協議会・荷主企業団体・政府行政機関・経済団体・学識経験者・物流団体・港湾振興協議会・荷主企業団体・政府行政機関・

地方自治体・（社）東北経済連合会・東北運輸局・東北地方整備局 等

○検討内容と検討体制
東北経済連合会の提言を踏まえ第１回本部会を開催し 具体的検討内容と検討体制を決定東北経済連合会の提言を踏まえ第１回本部会を開催し、具体的検討内容と検討体制を決定。

→３つのＷＧを設置し、以下の内容に対して具体的に個別検討を実施。

①ＬＣＬ（小口混載輸出）支援

低水準な外貿コンテナ貨物の自地域取扱率を踏まえ 小口貨物の東北港湾利用方策に低水準な外貿コンテナ貨物の自地域取扱率を踏まえ、小口貨物の東北港湾利用方策に

ついて検討。

②インランド・デポ（内陸通関拠点）の設置・活用

東北地方の港湾・空港の利用につながるインランド・デポの設置について検討。東北地方の港湾 空港の利用に ながるインランド デポの設置に いて検討。

③ポートセールスの促進

荷主が具体的なメリットを実感し、東北地方の港湾・空港の利用につながる効果的な

ポートセールス方策について検討。

○今後のスケジュール
平成19年９月以降 「ＷＧ立ち上げ」「各ＷＧ開催」

平成20年２月頃 第２回本部会：提言の取りまとめ
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・課題克服に向けた具体的戦略

・官民一体となった取り組みの強化



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

東 「京 物流高度 動計 策定 成 年関東：「京浜物流高度化行動計画」の策定（平成19年３月）

○東京都・横浜市・川崎市・関連民間事業者・関東運輸局・関東地方整備局で、効率的な

海上コンテナ輸送体系の実現に向けた協働による取り組みを推進。

○多様な関係者からなる「京浜港物流高度化推進協議会」を設置（関東版国際物流戦略

チームの「港湾物流部門」）。

○平成19年３月、同協議会において関係者が目標や具体的な取り組み内容を共有し、

協働して取り組みを進めていくことを目的とした「京浜港物流高度化行動計画」を設定。

○行動計画においては、13の目標と25の施策を設定している。

○現在、同協議会の下に設置された陸上・海上・鉄道ＷＧにおいて、具体的な取り組み

（社会実験含む）を実施中。

～実証実験の例～

【コンテナのはしけによる横持ち輸送】

期待される効果：CO2の排出量の削減・臨海部における交通渋滞の緩和期待される効果：CO2の排出量の削減 臨海部における交通渋滞の緩和

【臨海部における海上コンテナの鉄道輸送サービスの拡充】

期待される効果：コンテナヤード待ち時間の短縮・荷役待ち時間の短縮・
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期待される効果：コンテナヤ ド待ち時間の短縮 荷役待ち時間の短縮

一時仮置きの解消等の効果を確認



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

【コンテナのはしけによる横持ち輸送】実験の概要【コンテナのはしけによる横持ち輸送】実験の概要

混雑が著しいふ頭でのはしけ輸送の効果を検証するため実証実験を実施

効果検証結果効果検証結果

○海上航行・荷役とも順調に実施された

○東京港～横浜港間を1.5時間で航行

○荷役効率は１本あたり約1.5分（１時間あたり約40本）と

高かった

【臨海部における海上コンテナの鉄道輸送サービスの拡充】 実験の概要【臨海部における海 ンテナの鉄道輸送サ の拡充】 実験の概要

臨海部におけるショートドレージ輸送の効率化や鉄道駅内での荷役の効率化について
実証実験を実施

効果検証結果
・ショートドレージ輸送等の
改善効果が確認された改善効果が確認された
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５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

北陸：「中間提言」（平成19年３月）

国際物流機能の改善 【地元の動き】国際物流機能の改善

多様な輸送経路への対応

【地元 動き】

・物流関係60機関が結束して国際物流施策を検討

・金沢港に小口貨物円滑化支援施設の整備

・富山県が物流戦略チームを発足

企業の立地促進

国際物流機能の利用促進

・北陸経済連合会が物流強化委員会を設置

・新潟－トロイツァ間の国際フェリー航路開設の

動きが活発化
国際物流機能の利用促進

《平成19年度実施予定の調査》

・敦賀港振興協会が滋賀県に対して敦賀港利用促進

セミナーを開催（３月）

・石川県が港湾利用促進に向けた企業動向調査を実施
《平成19年度実施予定の調査》

・物流機能の改善とその効果に関する検討
・地域間連携及び港湾間連携方策の検討

・北東アジア輸送回廊ネットワーク（ＮＥＡＮＥＴ）

敦賀支部が（社）敦賀港貿易振興会内に発足（９月）

《最終提言のイメージ》
北陸地域が首都圏・中部圏・近畿圏の対岸向け国際物流の玄関口として
機能 きる施策（ ド ト）を提言する
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機能できる施策（ハード・ソフト）を提言する。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

中部 企業 グ 物流改善 ダ中部：企業ヒアリング・物流改善・モーダルシフト

企業ヒアリングの取り組み（平成18年度）

・輸出比率が高く、海外生産を展開している企業。

・名古屋港、四日市港、清水港、中部国際空港の太宗荷主。

・総合物流企業。総合物流企業。

→愛知県６社，静岡県４社，岐阜県２社，三重県４社

空港 港湾を活用した中部圏の物流改善 の取り組み（平成19年度）空港・港湾を活用した中部圏の物流改善への取り組み（平成19年度）

・背後圏の道路ネットワーク整備に対応した中部国際空港の圏域拡大と

新たな需要喚起策の検討。

・Ｓｅａ＆Ａｉｒによる輸送や新たな物流拠点の形成など港湾と中部国際空港の

連携を活かした施策の検討。

・24時間空港としての特性を活かしたサービスの拡大方策の検討。

外貿コンテナの海上モーダルシフトへの取り組み（平成19年度）

・19年度に「中部地方物流研究会・専門部会」で策定した実証実験計画案の実施及び検証
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・19年度に「中部地方物流研究会・専門部会」で策定した実証実験計画案の実施及び検証。

・実証実験の結果を踏まえ、中部圏内の他港湾間内航フィーダー輸送の推進方策等の検討。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

近畿：～関西一丸！アジアとともに更なる飛躍を～（平成19年３月）

港と港の連携港と港の連携
→大阪湾諸港の包括的な連携の更なる深化など関西の港の産業競争力強化

港と道路の連携
→国際物流基幹ネットワークの形成

海港と空港の連携
→関西国際空港を活用した航空物流機能強化

これからの国際物流戦略チームの方向性
本提言 戦略 ム 丸とな 取り組みと定期的な プ・本提言の戦略チーム一丸となっての取り組みと定期的なフォローアップ。

・国際物流戦略チームのもと、関西において国際物流に関する先進的な調査研究を

行うとともに、国際物流効率化や産業競争力強化に向けた具体的な活動を行う
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産学官連携による検討組織の設置について検討。 など



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

中国：産業の国際競争力強化に向けた緊急提言（平成19年６月）

○基礎素材型産業を支える産業港湾の再生・機能強化

世界的なバルク貨物船大型化への対応やバルク貨物船の効率輸送のための

ハード・ソフト施策の提示

（バルク拠点港の整備・巨大船対応整備・受益者負担制度の拡充など）拠 港 備 船 備 受 者負 度 拡充

○東アジア各地域とのシームレスな貨物輸送ネットワークの実現

海上コンテナ貨物や国際航空貨物の効率的な輸送ネットワークを構築するための

ハード・ソフト施策の提示

（ダイレクト輸送体系の確立・スーパー中枢港湾との連携・アクセス道路整備など）（ダイレクト輸送体系の確立 ス パ 中枢港湾との連携 アクセス道路整備など）

○臨海部コンビナートのリノベーションを進めるための各種支援○臨海部 ンビナ トのリノ ションを進めるための各種支援

臨海部コンビナートが21世紀のコンビナートに生まれ変わるための土地利用等に

関する各種支援策の提示
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（臨海部遊休地の有効活用・官民が協力した埋立の実施など）



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

戦略提 成 年四国：戦略提言（平成19年３月）

Ⅰ．新たな国際航路の就航、地域産業の育成・新たな産業の誘致など、

地域の魅力の向上を図るための措置を講ずること。

○アジア地域と四国を結ぶ新たな航路の就航の実現や、アジア地域を意識したポートセールス等の

実施により スケールメリット発揮のための取り組みを最優先で目指すこと実施により、スケールメリット発揮のための取り組みを最優先で目指すこと。

○さらに、国際水平分業に対応した地域産業の育成・新たな産業の誘致を図り地域を活性化すること。

○地域の魅力の向上のため、以下の措置を講ずること。

１）瀬戸内海を航行するコンテナ船が寄港しやすいように、夜間照明施設の設置・夜間荷役の対応・

小口混載サービスの拡充といった港湾サービスの向上を図ること。

２）フェリー等内航海運への支援等国内幹線輸送網の利便性の向上を図ること。

３）災害時における国際物流施設の代替機能の確保といった、物流インフラ機能の信頼性確保を図ること。

Ⅱ．四国に立地している産業を支援するための、国際物流における

非効率の解消を図ること。

○製紙業・化学工業等の四国の主要産業を支えるバルク輸送の効率化を図ること。

○四国の主要産業によるアジアとの外貿コンテナ輸送について、効率化・円滑化を図ること。

○四国各港と阪神間のフィーダー輸送の効率化・四国８の字ネットワーク整備・道路における

ボトルネ クの改善とい た 国際物流を支える国内の物流ネ トワ クの強化を図ること
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ボトルネックの改善といった、国際物流を支える国内の物流ネットワークの強化を図ること。

○港湾・空港と地域を結ぶアクセス道路等、各輸送モードを結ぶアクセス機能の連携強化を図ること。



５．今後の検討課題（提言の取りまとめに向けて）

北部九州：～『東アジアの北部九州』を目指して～（平成19年３月）

１．国際ＲＯＲＯ機能の強化国際 機能 強化

→トレーラー等による輸出入のシームレス化実現。

２．外貿コンテナ機能の強化

→12フィート，45フィート等多様なコンテナサービス向上の実現。

３．ロジスティクス・ハブ機能の強化

→内陸部から臨海部のロジスティクス・ハブへと貨物の集約による輸送コスト・→内陸部から臨海部のロジスティクス・ハブへと貨物の集約による輸送コスト・

事務手続き等の低減の実現。

４．国内輸送網との結節機能の強化

→鉄道輸送・内航フィーダーとの結節機能強化等による輸送コスト・環境負荷低減の実現。

５．国際航空路線拡充等による多様な輸送手段の強化

国際航空路線拡充の実現→国際航空路線拡充の実現。

６．国際物流基幹ネットワークの推進の強化

→国際標準コンテナや企業のサプライチェーンに対応した道路整備による荷主から
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国際標準 ンテナや企業のサプライチ ンに対応した道路整備による荷主から

北部九州港湾・空港への円滑な国内輸送の実現。


